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1．はじめに
21 世紀に突入し、グローバリゼーション、情報技術の進展により、企業を取り囲む競争
環境は大きく変化した。その結果、企業は厳しい競争に直面している。競争環境が激変して
いる状況で、組織変革は学術面でも実務面でも重要性が増している。学術面では、Pettigrew 
et al.(2001: 697) が組織変革を、社会科学において重要なテーマの一つであるとしている。そ
して実践面では、Beer & Nohria(2000: 133) が、多くの企業は変革するか滅びるかという状
況に直面している点を指摘している。したがって、企業が厳しい競争環境の中で長期的に発
展するために、組織変革は避けては通れない研究課題及び経営課題として認識されている。
本稿では、組織変革の仕組みを研究対象とする組織変革メカニズムに着目する。組織変革
メカニズムの研究は、様々な議論が乱立して研究者間でコンセンサスがないため、まだ発展
途上の研究領域である。具体的にいえば、組織変革の内容や変革プロセスにおける共通性の
問題は、理論的解明が不十分である（Sastry, 1997: 237; 大月、2005: 4）。したがって、理論的
解明が不十分な組織変革メカニズムの研究を、何らかの分類枠組みを用いて体系づけること
は、組織変革メカニズムの研究において更なる発展に寄与することができる。組織変革メカ
ニズムの研究における分類の意義は、Van de Ven & Poole(1995) が以下の 4 点にまとめてい
る。第一に、多様な議論を統合できる。第二に、規範的機能論において役に立つ。第三に、
新理論の誕生を促進できる。第四に、帰納論的な研究を支援できる。上記の 4 点の意義を
Van de Ven & Poole(1995) は示したが、とりわけ第一の多様な議論を統合できる点、及び第
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三の新理論の誕生を促進できる点が、組織変革メカニズムの研究における問題点と合致して
いる。
本稿における問題意識として、組織変革メカニズムの研究において議論が多様である点、
及び組織変革メカニズムの研究における分類の意義を述べた。以上を踏まえ、本稿では以下
の研究目的を設定する。多様な議論が展開されてきた組織変革メカニズムの研究において、
既存の分類研究から分類枠組みを検討し、組織変革メカニズムにおける研究の再整理を試み
る。なお本稿では、Armenakis & Bedeian(1999) が利用したコンテクスト研究 (Context 
research)、プロセス研究 (Process research)、コンテント研究 (Content research) を分類枠
組みとして採用する。それぞれの分類枠組みは第 3 節で説明する。
本稿の構成は以下の通りである。第 2 節で、本稿における組織変革メカニズムの位置づけ
を提示する。そして、既存の分類研究から Armenakis & Bedeian(1999) によるコンテクスト
研究、プロセス研究、コンテント研究という 3 つの分類枠組みを採用した経緯を説明する。
第 3 節で、コンテクスト研究、プロセス研究、コンテント研究を一元的に分類した場合、ど
のような組織変革メカニズムが適用されるか説明する。説明にあたり、代表的な研究を提示
するだけでなく、議論の背景や貢献点、限界点を交えて説明する。第 4 節で、コンテクスト
研究、プロセス研究、コンテント研究を組み合わせた分類枠組みを提示する。そして、それ
ぞれの分類枠組みに当てはまる組織変革メカニズムを説明し、貢献点及び限界点を交えて議
論する。第 5 節で、本稿での議論をまとめ、本稿で得た貢献点及び今後の研究課題を提示す
る。
2．組織変革メカニズムの概念整理
2.1　組織変革メカニズムの位置づけ 
組織変革メカニズムを考察するにあたり、本項では組織変革という概念の位置づけを提示
する。そして、組織変革の定義から組織変革メカニズムを導出する。また、組織変革と類似
概念である組織進化の概念も説明する。
組織変革は英語で Organizational change または Organizational transformation という言葉
で表現される。つまり、研究者によって捉え方に微妙な差異が生じる（1）。しかし、
Lewin(1947: 32) が「現在の状態から理想的な状態へ変化する」と組織変革を捉えているよう
に、組織が変化するという側面で捉えている点は研究者間で共通している。そして組織変革
は、「組織の主体者（経営主体）が、環境の変化がもたらす複雑性の中で行う組織の存続を
確保する活動」と定義づけられる（大月、2005: 6）。大月 (2005) の定義から、組織変革は変
革の範囲、変革のプロセスを検討する必要があると示唆される。したがって、本稿では「組
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織が存続を確保する活動を説明する仕組み」を組織変革メカニズムと定義する。なお、本稿
ではマクロ組織論（大月、2005：8-10）のパースペクティブを採用し、組織全体における組
織変革を分析対象とする。
組織変革は、組織進化（Organizational evolution。例えば Weick, 1979; Nelson & Winter, 
1982; Tushman & Romanelli, 1985）の概念も含めて議論されている。高瀬 (2006: 4) は組織変
革が基本的に個々の組織を単位として考えられている一方で、組織進化は個々の単位だけで
なく、生物の「種」に相当するレベルで組織を考える場合があるとしている。つまり、変革
対象を組織より広いレベルで捉える場合がある（2）。高瀬 (2006) の議論から、組織進化は組織
変革と分析レベルが同一でない点が見受けられる。しかし、Nelson & Winter(1982: 16) は組
織進化を、組織内ルーティンが外部環境（主に市場の状況）の変化に対応してどのように変
化していくかという視点で捉えている。また、長谷川（2009: 20）は組織が環境に応じて絶
えずその姿、形を変える点を組織変化の本質と捉えている。「組織が変化する」という本質
が組織変革と同等であるため、本稿では組織変革と組織進化を同義の概念として捉える。
2.2　組織変革メカニズムにおける分類の議論
組織変革メカニズムにおける研究の分類は、以下の 2 つの分類枠組みから議論される。ま
ず、Van de Ven & Poole(1995) は組織変革メカニズムの研究における 4 つの理念型モデルを
提示した。第一に、ライフサイクル (Life cycle) モデルである。ライフサイクル・モデルは
組織の創始から滅亡までのメカニズムを説明するために、有機体の成長をメタファーとして
用いたモデルである。そして、「創始」→「成長」→「収穫」→「衰退」という 4 段階のス
テージを踏んでいく点を示している。第二に、目的論 (Teleology) モデルである。目的論モ
デルは組織が目的を持ち適応力を備えると想定している。そして、組織が目標を構想し、目
標達成に向けて行動し、経過を観察すると捉えている。第三に、弁証法 (Dialectic) モデルで
ある。弁証法モデルはヘーゲル哲学を基盤としており、組織内外のコンフリクトに対処する
ためのメカニズムを明らかにしている。つまり、テーゼとアンチテーゼが対立することで、
最終的に統合することを示したモデルである。第四に、進化論 (Evolution) モデルである。
進化論モデルは生物進化を基盤としている。そして、「変異」→「淘汰」→「保持」による
継続的な循環を通じて組織変革が起きると想定している。
次に、Armenakis & Bedeian(1999) による組織変革メカニズムにおける分類を提示する。
彼らは組織変革メカニズムをコンテクスト研究、プロセス研究、コンテント研究と 3 つの分
類枠組みを提示した（3）。コンテクスト研究は、組織内外の環境に存在する力や状況に焦点を
当てている。プロセス研究は、意図された組織変革を規定することで引き起こされる行動を
検討する。コンテント研究は、組織変革において組織内の要素に焦点を当てている。
　本稿では、Armenakis & Bedeian(1999) によるコンテクスト研究、プロセス研究、コン
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テント研究の 3 研究を分類枠組みとして採用する。その理由は 2 点挙げられる。第一に、
Van de Ven & Poole(1995) は、組織変革メカニズムにおいてプロセスを重視している一方、
環境（コンテクスト）及び組織内の要素（コンテント）を軽視しているからである。つまり、
Van de Ven & Poole(1995) の 4 つの理念型では、何を変革対象とするのか不明瞭である。第
二に、組織変革メカニズムにおいてコンテクスト、プロセス、コンテントが相互に連結され
る必要があると指摘しているからである (Pettigrew, 1987; Pettigrew et al., 2001)。上記の指摘
から読み取れるように、組織変革メカニズムを検討する際に、コンテクスト、プロセス、コ
ンテントの分類枠組みを用いることで、組織変革メカニズムをより明確に理解することがで
きると推察される。
本節では、本稿における組織変革メカニズムの位置づけ及びコンテクスト研究、プロセス
研究、コンテント研究による分類枠組みの妥当性を説明した。次節で、コンテクスト研究、
プロセス研究、コンテント研究において、それぞれの議論がどのように検討され、どのよう
な組織変革メカニズムの研究が分類されてきたか論じる。
3．コンテクスト研究、プロセス研究、コンテント研究の議論展開
コンテクスト研究、プロセス研究、コンテント研究をそれぞれ論じる前に、本稿における
組織変革メカニズムの分類方法を提示する。
Armenakis & Bedeian(1999) は、1990 年代における組織変革メカニズムの研究を、コンテ
クスト研究、プロセス研究、コンテント研究に従い分類した。しかし、組織変革メカニズム
の研究は 1990 年代だけに議論が盛んになったわけではない。組織変革メカニズムの研究に
限らず組織理論研究や経営戦略研究が背景となって、コンテクスト研究、プロセス研究、コ
ンテント研究に分類できるようになったからである。
本節でコンテクスト研究、プロセス研究、コンテント研究を検討する際、背景に存在する
議論及び各分類枠組みの代表的な研究を紹介する。そして、それぞれの分類枠組みにおける
意義や限界点を提示しながら考察を加える。
3.1　コンテクスト研究
コンテクスト研究は、組織内外の環境に存在する力や状況に焦点を当てている
(Armenakis & Bedeian, 1999)。組織内の環境（組織内コンテクスト）は、組織メンバーの信
念、態度、意図、行動に影響を及ぼす組織の状態を意味する (Mowday & Sutton, 1993)。一
方、組織外の環境（組織外コンテクスト）は、社会、政治、企業を取り囲む競争環境を意味
する (Pettigrew, 1987)。組織変革メカニズムにおける組織内コンテクストは研究がほとんど
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蓄積されていない（4）。また、組織行動論の観点から組織成員が分析対象であるため、第 2 節
で述べたマクロ組織論のパースペクティブと分析対象が異なる。したがって、本稿では組織
外コンテクストに着目する。上記の前提を踏まえた上で、コンテクスト研究は「環境が所与
となって組織変革を促すメカニズム」と本稿で定義する。
コンテクスト研究は、コンティンジェンシー理論に議論の背景が存在する。コンティンジ
ェンシー理論は、環境→組織→成果という基本図式に則り、組織成果は環境と組織構造の適
合度に依存することを主張している（大月・藤田・奥村、2001: 48）。例えば、Burns & 
Stalker(1961) は英国企業 20 社の調査研究することで、組織のシステムを機械的システムと
有機的システムが存在することを提示した。そして、環境状況を安定か不安定かという二次
元に分類し、それぞれの環境状況によってどちらのシステムが適応するか検証した。その結
果、安定している環境では機械的システム、不安定な環境では有機的システムが適している
と結論づけた。このように、コンテクスト研究はコンティンジェンシー理論における環境→
組織→成果という図式が根底に存在する。
コンテクスト研究における組織変革メカニズムを概観する。Meyer et al.(1990) は、1960
～ 80 年代に環境が激変した米国医療産業において、サンフランシスコに位置する病院を対
象に定性研究を行った。彼らは変革を一次変革（漸進的な変革）と二次変革（枠組みを一変
させる変革）、企業レベルと産業レベルの二軸を用いて、4 つに類型化した。一つ目は「適
応」(Adaptation) モデルで、企業レベルにおける一次変革を指す。二つ目は「進化」
(Evolution) モ デ ル で、 産 業 レ ベ ル に お け る 一 次 変 革 を 指 す。 三 つ 目 は「 変 態 」
(Metamorphosis) モデルで、企業レベルにおけ る二次変革を指す。四つ目は「革命」
(Revolution) モデルで、産業レベルにおける二次変革を指す。そして、サンフランシスコに
位置する病院及び環境を対象に、「進化」→「適応」→「革命」→「変態」という環境と組
織変革の関係を明らかにした。
Haveman(1992) は、組織変革が組織パフォーマンス及び生存機会に対して有益であるとい
う前提条件のもと、米国カリフォルニア州の貯蓄貸付産業を対象に定量分析を行った。そし
て、環境が激変する中で組織変革を行えば、短期の業績及び長期の生存機会が増えるという
結果を得た。さらに、環境が激変する中で既存領域と密接している新事業を展開するほど純
利益が上がる点も併せて確認した。Haveman(1992) も、コンティンジェンシー理論における
環境→組織→成果という図式が成り立つ。
Meyer et al.(1990) 及び Haveman(1992) より、コンテクスト研究は環境と組織変革の関係
を示す議論である点が特徴として挙げられる。コンテクスト研究における意義は 2 点挙げら
れる。第一に、環境は組織変革メカニズムにおける所与となる。Armenakis & Bedeian(1999)
による議論を修正すると、コンテクスト研究は組織変革メカニズムにおける先行要因である。
第二に、コンテクスト研究は、環境の複雑性を取り込むオープン・システム (Boulding, 
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1956) な組織観と合致する。第 1 節で述べたように、環境が激変している 21 世紀では、環境
との関わりを念頭に置く必要がある。しかし、コンテクスト研究には限界点が 2 点存在する。
第一に、Meyer et al.(1990) 及び Haveman(1992) で環境と組織変革の関係は確認できたが、
組織内でどのように組織変革が行われるか明確に検証されていない。第二に、組織内のどの
要素が変革されるのか、コンテクスト研究では明らかにされていない。上記の 2 点の限界に
より、コンテクスト研究のみの次元で検証することは、組織変革メカニズムの一部のみを捉
えることになる。
3.2　プロセス研究
プロセス研究は、意図された組織変革を規定することで引き起こされる行動を検討する
(Armenakis & Bedeian, 1999)。また、Van de Ven & Poole(1995) は、プロセスを組織における
出来事が時間をかけて発展していくと捉えている。したがって、プロセス研究は「組織が段
階を踏んで変革するメカニズム」と本稿で定義する。
プロセス研究は Lewin(1947) の 3 段階モデルに議論の背景が存在する。Lewin(1947) は組
織変革プロセスを、「解凍」(Unfreezing) →「移行」(Moving) →「再凍結」(Refreezing) の 3
段階を踏んで組織変革を遂げていくと主張した。Lewin(1947) の 3 段階モデルは、組織を氷
山の一角として捉えていて、線形かつ静的に概念化したにすぎないという批判が挙げられる
(Kanter et al., 1992: 10)。しかし、プロセス研究は Lewin(1947) の 3 段階モデルをもとに発展
が遂げられた。Nadler & Tushman(1989) による「構想化」(Envisioning) →「活性化」
(Energizing) →「実現可能化」(Enabling) というモデルが、3 段階モデルの代表例として挙
げられる。
後に、Lewin(1947) の 3 段階のモデルをより精緻化し、4 段階の組織変革プロセスを示し
たモデルが登場するようになった。4 段階モデルの代表的な研究は 2 つ挙げられる。第一に、
Levy & Merry(1986) は組織の変革プロセスを以下の 4 段階に整理している。Levy & 
Merry(1986) は、「危機」(Crisis) →「転換」(Transformation) →「移行」(Transition) →「発
展」(Development) のプロセスを遂げることを示した。環境の変化によって組織が「危機」
に陥ると、「危機」を回避するために「転換」を行い、「転換」で示された新しい安定状態に
「移行」するプロセスを説明している。第二に、Quinn(1996) が組織変革プロセスを以下の 4
段 階 を 経 る こ と で 実 現 す る こ と を 主 張 し た。「 創 始 」(Initiation) →「 不 確 実 性 」
(Uncertainty) →「転換」(Transformation) →「ルーティン化」(Routinization) と 4 段階を踏
むモデルである。Quinn(1996) によるモデルの特徴は、組織変革の各段階で変革サイクルか
ら逸脱することで変革が未実現になる可能性を示唆している（5）。したがって、Quinn(1996)
の 4 段階モデルは、Levy & Merry(1986) の 4 段階モデルと比べて、プロセスをより多面的に
検討したものである。
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プロセス研究は Lewin(1947) による 3 段階モデルをもとに議論が展開されてきた。そして、
組織が段階を踏んで変革を遂げていく点を強調していることに特徴がある。したがって、組
織変革メカニズムがコンテクスト研究、コンテント研究と比べてより明確に示されている点
に意義がある。さらに、段階を踏んでいる点で、コンテクスト研究とコンテント研究と異な
り、経時的な特徴を備えている。しかし、同時に限界点も存在する。コンテクスト研究と同
様、プロセス研究は組織内のどの要素が変革するのか触れていない。具体的にいえば、変革
対象が組織を構成する戦略、構造、文化といった組織全体に関わるのか、またはそれらの一
部が対象となるのか不明である（大月、2005: 174-175）。上記の限界点より、プロセス研究の
みの次元で検証することは、組織変革メカニズムの一部のみを捉えることになる。
3.3　コンテント研究
Armenakis & Bedeian(1999) はコンテント研究を、組織変革において組織内の要素に焦点
を当てているとしている。そして、コンテント研究は戦略適応 (Strategic orientation)、構造
変革 (Structural change)、業績―インセンティブ・システム (Performance-incentive systems)
が当てはまるとしている。したがって、コンテント研究は「組織内の要素によって変革する
メカニズム」と本稿で定義する。
コンテント研究は Chandler(1962) の「組織は戦略に従う」という命題に議論の背景が存
在する。Chandler(1962) は米国企業 4 社を対象に歴史の比較分析を行い、戦略の違いによっ
て必要な組織構造が異なる点を示した。Chandler(1962) の研究は戦略と組織構造の関係を示
しているので、組織変革に焦点を当てているわけではない。しかし、組織内の要素（戦略、
組織構造）に着目することで、コンテント研究の議論を展開することが可能となった。
コンテント研究において組織構造に焦点を当てた研究が、Miller & Friesen(1982) である。
Miller & Friesen(1982) は、構造変革 (Structural change) において不確実性の減少、分化、統
合に着目した。そして、上記の 3 要件における変革が多大である点と、財務面で成功してい
る組織である点と深く関係があるという仮説を提示し、定量分析を行った。その結果仮説は
支持されたが、同時に構造変革において他の要因も影響を及ぼす可能性が存在すると示唆し
た。
コンテント研究において戦略に焦点を当てた研究が、Rajagopalan & Spreitzer(1997) であ
る。Rajagopalan & Spreitzer(1997) は戦略変革 (Strategic change) のモデルを以下の 4 点にま
とめた。第一に合理的モデルであり、環境と組織の状況から戦略変革が実現するモデルであ
る。第二に学習モデルであり、経営主体が環境と組織を段階的に精査することで戦略変革が
実現するモデルである。第三に認知モデルであり、経営行為に影響する認知を強調したモデ
ルである。第四に統合モデルであり、合理的・学習・認知モデルの利点を統合したモデルで
ある。
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戦略と組織構造との関係をコンフィギュレーション (Configuration) （6）として論じた研究
に、Miller(1986) が挙げられる。Miller(1986) は戦略と組織構造をそれぞれ以下の通りに分
類した。戦略は、ニッチ・マーケッター、マーケッター、イノベーター、コスト・リーダー、
コングロマリットと 5 種類に分類した。組織構造は、単純組織、機械的官僚制、有機的組織、
事業部制組織と 4 種類に分類した。そして、それぞれの組織構造はどの戦略と適しているか
明らかにした。
コンテント研究は「組織は戦略に従う」(Chandler, 1962) という命題をベースに議論が展
開されてきた。したがって、組織変革において組織構造と戦略が主に焦点が当てられている。
コンテント研究はコンテクスト研究とプロセス研究とは異なり、組織のどのレベルを変革対
象とするか明確である点に意義が存在する。しかし、コンテント研究には限界点が 3 点存在
する。第一に、要素の変革プロセスは十分に検証されていない。Miller(1986) は戦略と組織
構造の関係を検証したが、両者が適合するプロセスは未解決である。第二に、Miller & 
Friesen(1982) が指摘しているように、戦略や組織構造以外の他の要素が考慮されていない。
Romanelli & Tushman(1994) は、組織内の構成要素に戦略、組織構造、組織文化、パワー、
コントロール・システムが存在すると指摘した。したがって、本項で指摘した戦略と組織構
造だけでなく、組織文化やパワー、コントロール・システムなど、他の組織内の要素との相
互関係を検証する必要がある。第三に、環境との関わりが確認されるため、コンテント研究
のみの分類枠組みで説明できない。例えば、Rajagopalan & Spreitzer(1997) による 4 つの戦
略変革モデルに見られるように、戦略変革する際に環境との関係が生じる。上記の 3 点の限
界により、コンテント研究のみの次元で検証することは、組織変革メカニズムの一部のみを
捉えることになる。
3.4　小括
本節では、Armenakis & Bedeian(1999) と異なったアプローチで、コンテクスト研究、プ
ロセス研究、コンテント研究に対して、それぞれの研究背景、代表的な研究を交えて議論を
展開した。本節で展開した議論の概要を表 1 に提示する。
本節で導出した含意は以下の 2 点である。第一に、それぞれの研究を一元的に捉えると、
組織変革メカニズムの説明に限界が生じる。コンテクスト研究では、環境が起点になること
を強調しているため、組織変革メカニズムまで踏み込んだ説明が展開できない。プロセス研
究では、組織内のどの要素が変革するか説明できない。コンテント研究では戦略と組織構造
に焦点を当てているが、両要素の変革プロセスは検討されていない。また、組織文化やパワ
ーなど他の要素との相互作用も検討されていない。このように、一元的な議論では組織変革
メカニズムを説明するに際して、妥当性に限界が生じる。
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表 1　コンテクスト研究、プロセス研究、コンテント研究の概要 
コンテクスト研究 プロセス研究 コンテント研究
定義 ・環境が所与となり、組織変
革を促すメカニズムである
・段階を踏んで変革するメ
カニズムを示している
・組織内の要素における組織変革メ
カニズムである
研究背景 コンティンジェンシー理論
(Burns & Stalker, 1961)
解凍→移行→再凍結
(Lewin, 1947)
戦略と組織構造の関係
(Chandler, 1962)
代表的な
研究
Meyer et al. (1990)
Haveman (1992)
Levy & Merry (1986)
Nadler & Tushman (1989)
Quinn (1996)
Miller & Friesen (1982)
Miller (1986)
Rajagopalan & Spreitzer (1997)
意義 ・組織変革メカニズムにおい
て起点となる
・オープン・システムな組織
観と合致する
・経時的な組織変革メカニ
ズムを説明している
・組織内における変革対象が明確で
ある
限界点 ・組織内における組織変革メ
カニズムは説明できない
・変革対象が不明瞭である
・変革対象が不明瞭である ・要素の変革プロセスが検証されて
いない
・他の組織内要素が考慮されていな
い
・環境との関わりが生じてしまう
第二に、組織変革メカニズムにおいて環境との関わりは必須である点を確認した。コンテ
クスト研究で環境が起点になる点を明示した。コンテント研究で触れたように、組織内の要
素による議論が展開されても環境との関わりが生じる。そして、プロセス研究においても、
組織変革を引き起こす状態の背景には、環境を認識する必要が示唆できる。Levy & 
Merry(1986) の「危機」に示されるように、プロセス研究において組織変革の必要性を認識
するためには、環境の状態を把握する必要がある。このように、組織変革メカニズムにおい
て、 環 境 が 起 点 に な る 点 を 確 認 し た。 環 境 の 起 点 を 提 示 し た 点 は、Armenakis & 
Bedeian(1999) による 3 研究を同次元で捉える手法に限界が生じる。
図 1 は、本節で整理したコンテクスト研究、プロセス研究、コンテント研究による組織変
革メカニズムの概略図である。コンテクスト研究は、組織変革メカニズムにおける起点とな
る。プロセス研究は、組織がどのような段階を踏んで変革するのか示している。コンテント
研究は、組織内の要素を明確に示している。しかし、コンテクスト研究、プロセス研究、コ
ンテント研究を一元的に分類しても、図 1 で示した組織変革メカニズムの一部を説明するに
すぎない。この点を踏まえ、次節では多元分類枠組み（コンテクスト研究、プロセス研究、
コンテント研究の組み合わせ）の議論を展開する。
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図 1　第 3 節で整理した組織変革メカニズムの概略図
組織
組織変革前
コンテクスト
コンテント A
コンテント B
プロセス
組織変革後
コンテント Á
コンテント B́
4．多元分類枠組みの提示及び検討
第 3 節で、コンテクスト研究、プロセス研究、コンテント研究を一元的に分類することに
よる限界点を指摘した。組織変革メカニズムにおける説明力が欠ける点、及び他の要素との
相互関係を考慮していない点が挙げられる。したがって、より多元的な分類枠組みで組織変
革メカニズムを検証する必要がある。
図 1 で提示したように、組織変革メカニズムはコンテクスト研究、プロセス研究、コンテ
ント研究の全ての領域を分析しなければ、より複雑な組織変革メカニズムが明らかにされな
い。しかし、後述するように、コンテクスト研究、プロセス研究、コンテント研究を全て分
析観点に入れた組織変革メカニズムは研究が蓄積されていない。したがって、三次元の枠組
みを利用するだけでなく、二次元の枠組みを利用して組織変革メカニズムを整理する必要が
ある。
本節では、コンテクスト研究、プロセス研究、コンテント研究を組み合わせた組織変革メ
カニズムを検討する。上記の 3 研究を組み合わせると、コンテクスト・プロセス、コンテク
スト・コンテント、プロセス・コンテント、コンテクスト・プロセス・コンテントと 4 つの
分類枠組みに整理できる。本節では上記の 4 つの分類枠組みを用いて、組織変革メカニズム
における議論を展開する。
4.1　コンテクスト・プロセス研究
第 3 節で導出した議論から、コンテクスト・プロセス研究は環境によって、組織が段階を
踏んで変革する点を説明する研究である。コンテクスト、プロセスという二元性を備えた組
織変革メカニズムを議論するにあたり、組織進化モデルが適用される。
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組織進化モデルは、Weick(1979) によって組織の進化論的発想を組織化のプロセスとして
展開されている。Weick(1979) は組織化を、「意識的な相互連結行動によって多義性を削減す
るのに妥当と皆が思う文法」と定義している（訳書、p. 4）。そして、自然淘汰の発想をもと
に、「生態学的変化」→「イナクトメント」→「淘汰」→「保持」という 4 段階を経て組織
が進化すると主張している。特に注目される点は「イナクトメント」である。「イナクトメ
ント」は、「組織メンバーが環境を創造する上で果たしている積極的な役割」（訳書、p. 169）
で、進化の過程で環境との関わりを含んでいる。したがって、組織進化モデルはコンテクス
ト研究とプロセス研究における特徴の双方を満たしている。
藤本 (1997) は、トヨタ自動車の生産システムを対象に、組織進化モデルを事例研究で検
証した。藤本は、「変異」→「淘汰」→「保持」という組織進化モデルを適用し、トヨタ自
動車における生産システムの進化メカニズムを説明した。「変異」は、環境変化に対して問
題意識や解釈などが、社内でかなり意見の相違が観察される段階である。「淘汰」は、変異
で蓄積された多様なコンセプトを、整合的な一つのシステムに変換する段階である。そして、
「保持」は問題解決プロセスを標準化・文書化する段階である。藤本 (1997) の事例研究は分
析レベルにおいて個人とシステムが混在しているものの、環境と組織進化モデルにおける関
係を示している。
組織進化モデルは、共進化 (Coevolution) という新たな概念で説明されている。Nelson & 
Winter(1982: 16) は組織進化を、組織内ルーティンが外部環境（主に市場の状況）の変化に
対応してどのように変化していくかという視点で捉えている。彼らは共進化という概念を提
示したわけではないが、組織と環境のダイナミズムを確認できる。共進化は、Levinthal & 
Myatt(1994) が先駆的研究として位置づけられる。彼らは投資信託業界を対象に、フィード
バック効果とフィードフォワード効果を用いて組織と環境の共進化を検証した。そして、
Lewin et al.(1999) は、組織が環境を活用するか開発するかという視点を交え、組織は産業に
おける競争環境や制度を含めた環境と共進化するモデルを提示した。共進化は、組織と環境
のダイナミズムを組織進化モデルと比べて強調した点に意義がある。
本項では、コンテクスト・プロセス研究の代表例として組織進化モデルを提示した。組織
進化モデルは、環境により深く影響を及ぼすことで、組織が段階を踏んで進化していくモデ
ルであることを確認した。環境との関わりを示している点は、プロセス研究を一元的に捉え
るよりも明確であり、コンテクスト研究で示唆できなかった組織変革（進化）プロセスを含
めている点に意義がある。しかし、コンテント研究で議論された組織内の変革対象は組織進
化モデルに含まれなかった。したがって、組織内の変革対象を捉えていない点に限界が生じ
る。
商研02_古田成志.indd   23 12/11/10   10:36
組織変革メカニズムにおける研究の再整理 
— 24 —
4.2　コンテクスト・コンテント研究
第 3 節で導出した議論から、コンテクスト・コンテント研究は環境によって、組織内の要
素が変革する点を説明する研究である。コンテクスト、コンテントという二元性を備えた組
織変革メカニズムを議論するにあたり、断続均衡モデル (Punctuated equilibrium model) が適
用される。
断続均衡モデルは、Tushman & Romanelli(1985) によって議論が展開された。Tushman & 
Romanelli(1985) によると、断続均衡モデルは長期に渡る小規模な漸進的変革が短期間に渡
る不連続変革によって中断されるモデルである。断続均衡モデルは次の 3 つの概念で構成さ
れる。第一に収斂プロセス (Process of convergence) である。収斂プロセスは漸進的変革を
通じて、企業の全体戦略方針を支える社会政治的及び技術経済的な活動における複雑性を整
理し、一貫性を取るプロセスである。第二に、再編期間 (Periods of reorientation) である。
一貫性のパターンが根本から再秩序化される期間である。第三に経営者のリーダーシップ
(Executive leadership) である。組織変革に対する抵抗力と推進力を仲介させる役割を果たし
ている。Tushman & Romanelli(1985) が提唱した断続均衡モデルは、環境との関わりを指摘
しているだけでなく、組織内の要素（戦略、組織構造、パワー、中核信念、コントロール・
システム）が変革する点も指摘している。したがって、コンテクスト研究及びコンテント研
究における特徴の双方を満たしている。
Romanelli & Tushman(1994) は、断続均衡モデルを検証するために、米国におけるミニ・
コンピュータ・メーカーを対象に定量分析を行った。なお、組織内の要素として戦略、組織
構造、パワーを検証している。検証結果は以下の 3 点に要約される。第一に、組織変革の大
部分は組織内の要素をほとんどないし全て含めた短期の不連続な変革によって達成される。
第二に、戦略、組織構造、パワーにおける小規模な変革は、必ずしも根本的な変革につなが
らない。第三に、多大な環境変化と経営者の交代は変革に影響を与える。上記の結果から示
唆できるように、組織内の要素（戦略、組織構造、パワー）における大規模な変革によって、
組織変革は達成できる。
本項では、コンテクスト・コンテント研究の代表例として断続均衡モデルを提示した。断
続均衡モデルは、環境により深く影響を及ぼすことで、組織内の要素が変革するモデルであ
ることを確認した。そして、組織変革メカニズムにおいて組織内要素の関係がより強調され
ていることに意義がある。しかし、プロセス研究で議論された組織変革メカニズムにおける
段階論的なモデルは断続均衡モデルに含まれなかった。Romanelli & Tushman(1994) が断続
均衡モデルにおいてどのようなプロセスになるかを今後の課題としているように、コンテク
スト・コンテント研究ではプロセス研究の視点を取り入れる必要がある。
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4.3　プロセス・コンテント研究
第 3 節で導出した議論から、プロセス・コンテント研究は組織内の要素が段階を踏んで変
革 す る 点 を 説 明 す る 研 究 で あ る。 代 表 的 な 研 究 は Kotter(1995) 及 び Mintzberg & 
Westley(1992) が挙げられる。
Kotter(1995) は 8 段階モデルを用いて組織変革メカニズムを説明した。リーダーシップを
強調している側面があるが、プロセスだけでなくコンテントの側面も含まれる。
Kotter(1995) は米国に位置する 100 社以上の企業を観察し、組織変革のプロセスを以下の 8
段階で示している。①危機意識の醸成→②変革を推進するグループの形成→③ビジョンの創
出→④ビジョンの伝達→⑤組織メンバーへビジョンに基づいて行動するよう促進→⑥短期的
な成果の計画・創出→⑦改善を強化し、更なる変革を産出→⑧変革の制度化・定着化、とい
うプロセスを示した。Kotter(1995) は各段階でビジョンという言葉を度々用いているが、ビ
ジョンには戦略を開発する点が含まれている。したがって、コンテント研究の側面が含まれ
ている。
Kotter(1995) と 比 べ て、 よ り 組 織 内 の 要 素 を 多 元 的 に 検 証 し た の が Mintzberg & 
Westley(1992) である。Mintzberg & Westley(1992) は、組織内の要素（戦略、組織構造、組
織 文 化 ） を 交 え、 組 織 が「 発 展 」(Development) →「 安 定 」(Stability) →「 適 応 」
(Adaptation) →「苦闘」(Struggle) →「革命」(Revolution) の 5 段階を踏むと主張した。「発
展」は組織が設立し始めた段階で、戦略、組織構造、組織文化も同時に生成される。「安定」
は「発展」で生成されてきた戦略、組織構造が設定され、組織文化もより確かなものになる
段階である。「適応」は「安定」と類似しているが、戦略、組織構造、組織文化がより広範
囲に渡って影響を与える段階である。「苦闘」は、既存の方向性を失い、戦略、組織構造、
組織文化が新たな方向性を模索する段階である。「革命」は、既存の戦略、組織構造、組織
文化を含めた多くの要素が、一度に変革を遂げる段階である。
本 項 で は、 プ ロ セ ス・ コ ン テ ン ト 研 究 に お い て Kotter(1995) 及 び Mintzberg & 
Westley(1992) を提示した。組織が段階を踏んで変革する際に、戦略や組織構造、組織文化
の具体的なメカニズムを含んでいる点が、プロセス・コンテント研究の意義である。しかし、
組織進化モデルや断続均衡モデルと異なり、Kotter(1995) 及び Mintzberg & Westley(1992) の
研究は後に体系づけられていない。第 3 節で指摘したように、組織変革メカニズムにおいて
環境を起点として組み込む点を確認した。しかし、両者の研究では環境との関わりが組織進
化モデルや断続均衡モデルと比べて希薄である。したがって、コンテクスト・プロセス研究
及びコンテクスト・コンテント研究と比べて、プロセス・コンテント研究における組織変革
メカニズムは蓄積されていないと推察される。
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4.4　コンテクスト・プロセス・コンテント研究
第 3 節で導出した議論から、コンテクスト・プロセス・コンテント研究は環境によって、
組織内の要素が段階を踏んで変革する点を説明する研究である。
Burke & Litwin(1992) は、因果モデル (Causal model) を構築して組織変革におけるコンテ
クスト、プロセス、コンテントの側面を論じた。Burke & Litwin(1992) は、転換的要素
(Transformational factors) と移行的要素 (Transactional factors) に変革のレベルを分類した。
変革的要素はミッション及び戦略、リーダーシップ、組織文化とし、環境の影響を受ける要
素であるとしている。一方、移行的要素は組織構造、経営実践、システム、組織風土として
いる。そして、変革的要素と移行的要素が相互作用して、個人のモチベーション向上や組織
パフォーマンスに結びつくモデルを示した。Burke & Litwin (1992) の因果モデルは、組織内
の要素が明確である点、因果経路というプロセスを想定している点、及び環境を起点として
いる点が特徴として挙げられる。したがって、コンテクスト・プロセス・コンテント研究に
分類できる。
本 項 で は、 コ ン テ ク ス ト・ プ ロ セ ス・ コ ン テ ン ト 研 究 を 満 た す 研 究 に Burke & 
Litwin(1992) による因果モデルを提示した。Burke & Litwin(1992) で示されたように、コン
テクスト・プロセス・コンテント研究の特徴は、これまでの研究と異なりより複雑な組織変
革メカニズムを提示している点である。組織進化モデルと断続均衡モデルで指摘された欠点
を補完し、複雑な組織変革メカニズムを提示した。また、Self et al.(2007)、Walker et al.
(2007) は組織行動論の観点ではあるが、コンテクスト、プロセス、コンテントによる統合モ
デルを検証した。したがって、組織変革メカニズムの複雑性をより明確に捉えるためには、
コンテクスト・プロセス・コンテント研究の観点で検証する必要がある。
一方、コンテクスト・プロセス・コンテント研究は弱点が 2 点備わっている。第一に、
Burke & Litwin(1992) で示された組織内の要素は、戦略や組織構造など組織面の要素だけで
なく、リーダーシップなど個人が発揮する要素もモデルに含まれている。したがって、分析
レベルが統一されないという問題が生じる。第二に、プロセス・コンテント研究と同様に、
未だに研究が体系づけられていない。モデルが複雑になるため実証研究を行い理論化するこ
とが難しくなるからである。また、変数の測定が困難になるからである。Self et al.(2007)、
Walker et al.(2007) が統合モデルにおいて定量分析を行っているが、プロセスの変数は経時
的な特性を無視している。コンテクスト・プロセス・コンテント研究を発展させるための方
法は第 5 節で提示する。
4.5　小括
本節では、コンテクスト研究、プロセス研究、コンテント研究を組み合わせ、新たに 4 つ
の分類枠組みを創出して組織変革メカニズムを分類した。本節で展開した議論の概要を表 2
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表 2　多元分類における組織変革メカニズムの概要 
コンテクスト・
プロセス
コンテクスト・
コンテント
プロセス・
コンテント
コンテクスト・
プロセス・
コンテント
定義 ・環境によって、組織
が段階を踏んで変革
する
・環境によって組織内
の要素が変革する
・組織内の要素が段階
を踏んで変革する
・環境によって組織内
の要素が段階を踏ん
で変革する
代表的な
研究
組織進化モデル
Weick (1979)
藤本 (1997)
共進化
Levinthal & Myatt 
(1994)
Lewin et al. (1999)
断続均衡モデル
Tushman & Romanelli 
(1985)
Romanelli & Tushman 
(1994)
Kotter (1995)
Mintzberg & Westley 
(1992)
因果モデル
Burke & Litwin 
(1992)
意義 ・環境との関わりがプ
ロセス研究のみと比
べて強調されている
・組織内の要素に着目
し、環境との関わり
を強調して説明して
いる
・どの要素がプロセス
を踏んで変革するか
明瞭である
・組織変革メカニズム
を包括的に捉えてい
る
限界点 ・変革対象が不明瞭で
ある
・段階を踏むメカニズ
ムを捉えていない
・環境との影響を考慮
していないため、研
究が体系づけられて
いない
・分析レベルが統一さ
れていない
・複雑なモデルのた
め、研究が体系づけ
られていない
に提示する。
本節で導出した含意は以下の 2 点である。第一に、コンテクスト研究、プロセス研究、コ
ンテント研究を一元的に分類枠組みとして用いた場合と比べ、多元的に分類枠組みを用いる
ことで組織変革メカニズムがより明確になった。Self et al.(2007)、Walker et al.(2007) が 3 研
究における統合モデルを用いて実証分析を行ったように、本稿でも 3 研究を一元的に捉える
のではなく、多元的に捉える必要性を提示できた。第二に、分類枠組みを多元的に捉えて新
たなモデルを構築する必要がある。分類枠組みを二元的に捉えても、既存の組織変革メカニ
ズムを説明することは十分でないと説明した。例えば、断続均衡モデルにおいて、組織内の
要素（戦略、組織構造など）はどのような段階を踏んで変革していくのか検証する必要があ
る。組織変革メカニズムの発展及び新たなモデルを生成するためには、分類枠組みを多元的
に捉える必要がある。
5．むすび 
本稿では、分類枠組みとして採用したコンテクスト研究、プロセス研究、コンテント研究
をそれぞれ説明し、一元的に分類しては組織変革メカニズムを検討する際に限界が生じる点
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をまとめた。そして、コンテクスト研究、プロセス研究、コンテント研究を組み合わせ、新
たに 4 つの分類枠組みを設定し、それぞれの特徴、限界点をまとめた。本稿で議論した点を
踏まえ、本稿における貢献点及び今後の研究課題を提示する。
本稿における貢献点は 2 点挙げられる。第一に、様々な議論が展開されてきた組織変革メ
カニズムの研究を、コンテクスト研究、プロセス研究、コンテント研究の分類枠組みから整
理できた点である。特に、第 4 節で説明した多元分類枠組みは、Armenakis & Bedeian(1999)
以降の研究でも提示されなかった。したがって、既存の分類枠組みの限界点を指摘し、新た
に分類枠組みを創出して整理した点は本稿における貢献点として挙げられる。新たに分類枠
組みを創出したことで、Van de Ven & Poole(1995) が示した多様な議論を統合できる意義と
合致する。第二に、組織変革メカニズムにおける新たなモデルを構築するための分析視角を
提示できた点である。第 4 節で説明した多元分類枠組みを提示したことで、新たな研究の方
向性を示すことができた。つまり、Van de Ven & Poole(1995) が指摘した新理論の誕生を促
進できる意義と合致する。
本稿では第二の貢献点である分析視角までは提示できたが、組織変革メカニズムにおける
新たなモデルを提示するには至らなかった。新たなモデルを構築する方法は 2 つ挙げられる。
第一に、二次元の分類枠組みで提示したモデルを発展させる方法がある。例えば、
Sabherwal et al.(2001) は断続均衡モデルを用いて企業戦略、企業構造、情報システム戦略、
情報システム構造間における相互一貫性の進化過程を、事例研究を通じて検証した。戦略、
構造と組織内の要素を対象としているため、組織変革メカニズムに援用できるであろう。第
二に、コンテクスト・プロセス・コンテント研究の枠組みから新たなモデルを構築する方法
がある。第 4 節でコンテクスト・プロセス・コンテント研究が体系づけられていないことを
指 摘 し た。 つ ま り、 定 性 分 析 に よ る 理 論 化 が 必 要 で あ る。 理 論 化 に あ た り、
Burgelman(1994) から方策を得ることができる。彼はインテル社におけるコンピュータ記憶
装置事業の戦略的退出を検証した。彼の検証方法の特徴は 2 点挙げられる。まず、戦略的退
出前及び戦略的退出後と 2 つの段階を設定した点、すなわち時系列で検証している。そして、
環境の変化を背景に（コンテクスト）、コンピュータ記憶装置の事業戦略の変更（コンテン
ト）を戦略的退出という過程（プロセス）で説明している。つまり、彼の検証方法は図 1 の
組織変革メカニズムと合致している。Sabherwal et al.(2001) 及び Burgelman(1994) による検
証方法から、複雑な組織変革メカニズムを説明する新たなモデルを構築する必要がある。
【 注 】
（1） Vollmann(1996: 38) は、Organizational change が 転 換 (Transformation)、 継 続 的 改 善 (Continuous 
Improvement)、転向 (Turnaround)、リエンジニアリング (Reengineering) と 4 つに分類される点を指
摘した。
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（2） Hannan & Freeman(1977) は、個体群エコロジーを「環境からの影響に対する弱さの点からみて、比較
的同質である組織の集合」と定義している。したがって、組織レベルより広範に捉えている。
（3） Armenakis & Bedeian(1999) は 4 つ目の分類枠組みとして基準研究 (Criterion research) を提示している。
しかし、基準研究は組織変革によるアウトプット（コミットメントの向上等）に焦点を当てているので、
組織変革メカニズムに対する議論は展開されていない。したがって、本稿では議論の対象外とする。
（4） 例外として、Damanpour(1991) の研究が挙げられる。彼は組織内コンテクストをプロフェッショナリ
ズム、管理者の変革に対する態度、管理者の熱意、コミュニケーションとして捉え、組織内コンテクス
トと組織変革の関係を検証した。
（5） 例えば、創始の段階では願望をベースにビジョンや危機を考え始めるところであるが、失敗の恐れがあ
ると思うと次の不確実性の段階に移行しようとはせず、現状に甘んじるという停滞状態に突入してしま
うことになる。
（6） Meyer et al.(1993) はコンフィギュレーションを、「一般的に同時に発生する概念的に異なった特徴を備
える多元的な集合体」と定義している。しかし、研究者間で共通した定義はみられない。
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